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気象データの入手方法

今回紹介した天気予報や異常天候早期警戒情報など、
気象庁HPで公開しているデータもありますが、全てのデータ
が公開されている訳ではありません。

気象データを入手するにはどうすればいいのでしょうか？

画像出展：気象業務支援センターHP
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＊気象庁が保有する情報
提供コンテンツ：947種類

気象データの流れ
⺠間事業者等が顧客のニーズに合わせたきめ細かい気象情報や顧客向けのオーダーメイドな予報を提供しています。
このような業務を⽀援するため、気象業務⽀援センターを通じて、気象庁が所有する様々な気象データや情報を⺠間
事業者向けに提供しています。

※オンライン提供・オフライン提供があります。
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ホームページによる情報提供



気象庁ＨＰからデータを入手する
気象庁HPのデータは、データ容量に限りがある、即時性はない等の条件はありますが、
基本的な気象データ処理で⾏ってみる等、気象データの利⽤を始めてみる⽅が⼊⼿するのに最適です。
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２週目の気温予測（毎週⽉・⽊曜更新）
向こう１か月の気温予測（毎週⽊曜更新）

気象庁ＨＰからデータを⼊⼿する（異常天候早期警戒情報など）
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 気象業務法により⺠間気象業務⽀援センターとして指定された（⼀財）気象業務⽀援
センターが、気象庁の保有する情報のオンライン・オフラインでの提供を⾏っています。

 オンラインの情報提供では、24時間365日、注意報・警報、地震津波情報等を安定・確
実に提供するため、システムを全て冗⻑系として整備し、常時監視体制のもと運⽤されて
います。

 危機管理上重要な緊急地震速報を含む防災情報を中⼼に、⼤阪管区気象台にバック
アップシステムを整備・運用して提供されています。なお、（公益目的支出事業として）無
償※で利⽤者に提供されています。

 システムの整備に際しては、有識者、利⽤者、気象庁で構成される配信事業検討委員
会において検討いただき、助言がなされています。

 データ利⽤の負担⾦については、システムの整備・運⽤に必要な経費で、利⽤者やシステ
ム等の動向を踏まえて概ね３年毎に⾒直されており、配信事業検討委員会の助⾔も受
けつつ、気象庁の認可が得られています。なお、負担⾦の算定は、データの種類毎にデー
タ量に基づき⾏われています。

気象業務支援センターから気象データを入手する

6※東京単体の場合と東京と⼤阪に両接続の場合で料⾦に差はないという意味です。



・電文形式データ
気象庁の気象資料⾃動編集中継装置（アデス）から配信される、主に文字情報
等の電文形式気象データが分岐配信されます。

・ファイル形式データ
気象庁のスーパーコンピュータシステム等で作成されたGPVデータ（格子点データ）や
気象レーダー等の気象データがファイルとして分岐配信されます。

・緊急地震速報
気象庁の地震活動等総合監視システム（EPOS）から配信される、緊急地震速報データ
が分岐配信されます。

・気象衛星観測データ
静止気象衛星ひまわりで観測されたデータが、ファイルデータとして分岐配信されます。

気象業務支援センターから気象データを入手する（配信データの種類）
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気象業務支援センターから気象データを入手する（オンライン即時配信）

･即時配信
･24時間365日 運用監視
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（１）受信するデータの選択

（２）通信手順の選択
電文形式 ：「JMAソケット付きTCP/IP」または

「ファイル化した電文のFTP転送（PUT）」を選択
ファイル形式 ：「FTP（PUT）」のみ
緊急地震速報：「JMAソケット付きTCP/IP」のみ
気象衛星観測：「FTP（PUT）」のみ

（３）通信回線の選定と通信事業者への申込み
①「専用線」、「IP-VPN」、「インターネット」から選択
②通信事業者に回線の申込み

（４）受信設備の準備
①通信機器の準備
②受信システムの準備
利⽤者で受信システムを開発・構築するか、受信システムを購⼊

気象業務⽀援センターから気象データを⼊⼿する（配信までの流れ）

（５）気象業務支援センターへの申込み手続き
①気象情報配信申込書の提出（配信開始希望日の１か月前）
②設定確認書の提出（配信開始希望日の２週間前）
③配信連絡先確認書の提出、配信契約書の取り交わし（配信開始まで）

（６）通信回線敷設作業等
①通信回線敷設作業日程調整
②回線開通作業
③ルータ設定、設置

（７）接続試験

（８）配信開始

配信開始まで約１か⽉程度
※（３）、（４）の期間除く
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通信回線の選定や申込み、
回線の敷設作業は利⽤者側で
⾏う必要があります。

また、データを受信する装置（ルー
タを含む）についても利⽤者側で
準備する必要があります。

気象業務⽀援センターから気象データを⼊⼿する（配信までの流れ）
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【例１】
府県天気予報/時系列予報（電文形式データ）※を「インターネット」を用いて入手する場
合に係る費用

・開設時負担⾦（１接続あたり） 50,000円 （初回のみ）
・基本負担⾦ 6,120円 （月額）
・情報別負担⾦
「予報データ」（電文形式） 28,740円 （月額）
・通信設備負担⾦ 5,380円 （月額）

気象業務支援センターから気象データを入手する（費用について）

このケースでは、利⽤者は
開設月 ⽀援センター配信負担⾦として 90,240円のほか、アクセス回線費用 + 受信装置等費用
翌⽉以降 ⽀援センター配信負担⾦として 40,240円のほか、アクセス回線費用 (+ 受信装置等費用)
を負担することになります。
*アクセス回線費用は回線事業者等への支払いとなります。受信装置等は受信者でご用意いただくことになります。

※※⾦額はいずれも税別

※補足
ヘッダ名：VPFD50
データ形式：XML
要素：予報区名、発表⽇時、細分区域名、予報⽂（予報期間、⾵、天気）、波浪予報（予報期間、波⾼）、量的予報（最⾼気温、最低気温）等、

降⽔確率、その他／3時間ごとの天気・気温・風向・風速 11



【例２】
府県天気予報/時系列予報（電文形式データ）に加えて、予報資料のGSMガイダンスと
MSMガイダンス（ファイル形式）※を「専用線」を用いて入手する場合に係る費用

・開設時負担⾦（１接続あたり） 50,000円 （初回のみ）
・基本負担⾦ 6,120円 （月額）
・情報別負担⾦
「予報データ」（電文形式） 28,740円 （月額）
「GSMガイダンス（地点形式）」 5,520円 （月額）
「MSMガイダンス（地点形式）」 6,000円 （月額）
・通信設備負担⾦ 2,950円 （月額）

気象業務支援センターから気象データを入手する（費用について）

このケースでは、利⽤者は
開設月 ⽀援センター配信負担⾦として 99,330円のほか、アクセス回線料 + 受信装置等費用
翌⽉以降 ⽀援センター配信負担⾦として 49,330円のほか、アクセス回線料 (+ 受信装置等費用)
を負担することになります。
*アクセス回線費用は回線事業者等への支払いとなります。受信装置等は受信者でご用意いただくことになります。

※※⾦額はいずれも税別

※GSM及びMSMの地点形式 （気温・⾵・最⼩湿度）、格⼦形式 （天気・降⽔量・降⽔確率・発雷確率）が含まれています。
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気象業務支援センターから気象データを入手する（オフライン提供）

気象庁が保有する観測、統計、衛星、客観解析、地震、海洋等の各種（過去の）データ
を、規定の磁気媒体(DVD等)により提供されています。 (オフライン資料)

・オフライン資料の種類（ http://www.jmbsc.or.jp/jp/offline/data/cd_list.pdf ）
地上･⾼層観測データ、アメダス観測データ、平年値データ、天気図、レーダー・解析⾬量、
GPV(全球客観解析/メソ客観解析..)、気象衛星関連、地震･火山関連、海洋関係 等

＜オフライン資料（DVD等）の購入方法について＞
○法人・団体購入
注文方法：
オフライン資料申込書に住所・⽒名（団体名）・電話番号・注⽂内容を明記の上、FAXかE-Mailでご注文ください。（申込書は郵送でも受付可）

○個人購入（着払いのみ）
注文方法：
オフライン資料申込書に住所・⽒名（団体名）・電話番号・注⽂内容を明記の上、FAXかE-Mailでご注文ください。（申込書は郵送でも受付可）

○窓口購入
注文方法：
注文生産のため、在庫のない場合がありますので、お越しになる前に在庫をお問合せください。
オフライン資料購⼊申込書に「窓⼝購⼊」とお書き添えの上、FAXにてお送りください。

窓口（東ネンビル 5階）営業時間：
⽉曜〜⾦曜（祝祭⽇はお休み） 09:30〜12:00 13:00〜16:30
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気象データは⺠間気象事業者からも入手することが可能です。また、気象デ
ータ提供以外のサービスもあります。
⺠間事業者独⾃のサービス（例）
 気象庁が発表する予報より更に細かい地域・内容の予報を提供する
 利⽤者が使いやすいフォーマットへの気象データの変換
 利⽤者が知りたいタイミングに合わせて電話やメール等を用いて気象データを届ける
 気象データを用いた業務支援ツールの提供
 気象データ利活⽤に関するコンサルティング 等

皆様のニーズに合うような情報を提供している⺠間気象事業者を探していた
だき、データを入手していただくということも一つの方法となります。

⺠間気象事業者から気象データを⼊⼿する

（例）市町村単位の予報・実況（イメージ） （例）雷⾬接近お知らせサービス （例）コンサルティングサービス

気象データ×その他データ等
・既存ビジネスの生産性向上
・新規ビジネスの発掘
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⺠間気象事業者からデータを⼊⼿する
気象・波浪及び地震動の予報許可事業者の⼀覧、携帯端末向け防災情報提供サ－ビス
が気象庁HPで確認できます。
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【気象・波浪】
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/minkan/minkan.html
【地震動】
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/minkan/minkan_jishin.html

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/minkan/minkan.html
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/minkan/minkan_jishin.html


気象データの入手について

＊気象庁が保有する情報
提供コンテンツ：947種類

ホームページによる情報提供

気象データの知識の習得だけでなく、活⽤に繋げるために、まずは、気象データを⼊⼿を⾏ってみてください。
そして、最終的にはビジネスにおけるニーズに応じた、適切な⼊⼿⽅法を選択していただければと思います。



参 考



情報提供に関する気象業務法での規定

気象業務法第24条の28〜33において、⺠間気象業務⽀援センターに関する
規定があり、情報提供に関しては、第24条の29に規定されています。
（指定）
第24条の28 気象庁⻑官は、気象業務の健全な発達を図ることを⽬的とする⼀般社団法⼈⼜は⼀般 財団法人であつて、次条に規定する業務に関し次
に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請により、⺠間気象業務⽀援センター（以下「センター」という。）として指定することができる。

気象庁が保有する資料を適正・公平かつ効率的に⺠間気象事業者等へ提供する⺠間気象業務⽀援センターとして、
（一財）気象業務支援センター（支援センター）を指定しています。

（業務）
第24条の29 センターは、第17条の規定により許可を受けて⾏われる予報業務その他の⺠間における気象業務の健全な発達を⽀援し、及び産業、交通そ
の他の社会活動における気象に関する情報の利⽤の促進を図るため、次に掲げる業務を⾏うものとする。
１ 観測の成果、気象庁がその業務の実施の過程において作成した予報に関する情報その他の気象庁が保有する情報（以下「気象
情報」という。）の提供を⾏うこと。 ※2項以下略

（センターへの情報提供等）
第24条の30 気象庁⻑官は、センターに対し、情報提供業務の実施に必要な気象情報であつて国⼟交通省令で定めるものを提供するとともに、当該業務
の実施に関し必要な指導及び助⾔を⾏うものとする。

（情報提供業務規程）
第24条の31 センターは、情報提供業務を⾏うときは、当該業務の開始前に、当該業務の実施⽅法、当該業務に関する料⾦その他の国⼟交通省令で定
める事項について情報提供業務規程を定め、気象庁⻑官の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２ 気象庁⻑官は、前項の認可をした情報提供業務規程が情報提供業務の適正かつ確実な実施上不適当となつたと認めるときは、センターに対し、これを
変更すべきことを命ずることができる。
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区分 データ名 区分 データ名
１ 地震火山津波データ* ６ 航空データ
２ 注・警報データ ７ 数値予報データ
３ 予報データ ８ 量的予報データ
４ 観測データ ９ ウィンドプロファイラデータ
５ 衛星 /統計データ １０ 雷観測データ

・電文形式データ

・ファイル形式データ ※一部を抜粋
区分 データ名

数値予報

全球数値予報モデルＧＰＶ（全球域,ＧＳＭ全球）
全球数値予報モデルＧＰＶ（日本域,ＧＳＭ日本域）
メソ数値予報モデルＧＰＶ（ＭＳＭ）
局地数値予報モデルＧＰＶ（ＬＦＭ）
週間予報アンサンブルＧＰＶ
１か月予報アンサンブルＧＰＶ
２週間・１か月アンサンブルＧＰＶ（高分解能日本域）
３か月予報アンサンブルＧＰＶ
暖・寒候期予報アンサンブルＧＰＶ
ＧＳＭガイダンス（地点形式・格子形式）
ＭＳＭガイダンス（地点形式・格子形式）

・緊急地震速報
・気象衛星観測データ

気象業務支援センター配信されるデータの種類

http://www.jmbsc.or.jp/jp/online/f-online0.html#file311
http://www.jmbsc.or.jp/jp/online/file/F_filelist.pdf

http://www.jmbsc.or.jp/jp/online/n-online0.html
http://www.jmbsc.or.jp/jp/online/denbun/D_datalist.pdf
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・電文形式データ

・ファイル形式データ ※一部を抜粋

データ種類 負担⾦
１ 地震火山津波データ 13,920円
２ 注・警報データ 26,100円
３ 予報データ 28,740円
４ 観測データ 38,280円
５ 衛星／統計データ 8,700円
６ 航空データ 30,480円
７ 数値予報データ 17,400円
８ 量的予報データ 22,620円
９ アメダス・ウィンドプロファイラ 19,140円
１０ 雷観測データ 27,840円

データ種類 負担⾦

数値予報

全球数値予報モデルＧＰＶ（ＧＳＭ全球域） 12,960円
全球数値予報モデルＧＰＶ（ＧＳＭ日本域） 11,280円
メソ数値予報モデルＧＰＶ（ＭＳＭ） 12,720円
局地数値予報モデルＧＰＶ（ＬＦＭ） 15,120円
週間予報アンサンブルＧＰＶ 11,520円
１か月予報アンサンブルＧＰＶ 10,800円
２週間・１か月予報アンサンブルＧＰＶ（高分解能日本域） 9,840円
３か月予報アンサンブルＧＰＶ 9,120円
暖・寒候期予報アンサンブルＧＰＶ※１ 5,760円
ＧＳＭガイダンス（地点形式） 5,520円
ＧＳＭガイダンス（格子形式） 6,480円
ＭＳＭガイダンス（地点形式） 6,000円
ＭＳＭガイダンス（格子形式） 9,120円

※平成29年7月3日現在
⾦額はいずれも税別

気象業務支援センター配信されるデータの情報別負担⾦
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・気象庁情報カタログ

気象庁情報カタログは、気象庁が保有・提供する各種情報(気象情報)のカタログであって、
気象情報の利⽤促進を⽬的として作成しているものです。気象情報を網羅的に記述するとと
もに、その提供方法についても紹介しています。

http://www.data.jma.go.jp/add/suishin/catalogue/catalogue.html

気象庁が提供する気象データに関する情報

・配信資料に関する技術情報

気象庁では、気象情報の更なる普及や利活⽤の促進のため、気象情報を利⽤するために
必要となる技術的な情報を下記URLで紹介しています。

http://www.data.jma.go.jp/add/suishin/cgi-bin/jyouhou/jyouhou.cgi
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